
事業の計画・内容

投入資源 事業実績

①投入人員

人件費合計（A）
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一般財源
上記①～③に関する特記事項

評価指標

（ ）
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事業開始時からの状況変化及び事業の改善点等

・支所としては、私立保育所等（主に市外保育所）へ入所を希望する保護者がいないため、実績がないのが現状である。
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担当部課名 私立保育所等運営費島ヶ原支所　健康福祉課

72 72
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根拠法令・要綱等平成

ソフト事業

・保護者の就労等により保育を必要とする就学前児童とその保護者

事業名

基本施策

435

伊賀市　事務事業評価シート

・職場等に近い保育所に児童が入所することができ、保護者が安心して就
労できる。

成果（どうなるのか）

私立保育所等運営費

・保育を必要とする保護者からの申込みにより、私立保育所等（主に市外の保育所）へ児童の入所委託を行う計画であったが、申込者がいな
かった。
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H17
単位
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活動指標

入所委託 件 00

1入所申込み受付 件

11

入所申込件数に対する入所委託件数
の割合

％
0

目標

・私立保育所等（主に市外保育所）入所を希望する保護者に対し、
その希望にどの程度応えることができたかを判断する。

100

100

B

総合評価
事業を統合する。
事業は働く保護者にとって必要なものである。今後この制度を活用する保護者はあるものと考える。
保育希望者に対応するために、一括して本庁での事業継続実施が必要である。

目標

H18（目標）指標設定の考え方

8 子どもを産み育てやすい環境をつくる
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